
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

事
業
概
要

99.899.9

－

式・
定義 －－

単位

299,659.0

目標値

式・
定義

成果参考指標名等

1

2

指標名

2,380,345

・引き続き、拡充内容など制度の周知の徹底を図り、円滑な実施に努める。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・自立支援医療給付事業や福祉医療費助成事業
により、重度障がい者等の医療費自己負担の軽
減に繋がり、自立して日常・社会生活を営むこ
とに貢献した。
・平成26年10月から福祉医療制度の拡充を実
施し、自己負担限度額を引き下げ、精神障がい
者を対象に追加した。
・市町村や関係機関等への説明会、チラシの作
成などにより拡充内容など制度の周知を図っ
た。

－ － －

前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名

300,039.0 309,040.0

30年度 31年度年度 27年度

・自立支援医療（平成29年度）
　　支給認定件数　更生医療：1,945件　精神通院医療：16,175件
・福祉医療受給者（平成29年度末）
　　・寝たきり者： 40人　　・精神障がい者： 1,293人
　　・知的障がい者：  2,226人　　・重複障がい者：  168人
　　・身体障がい者：13,106人　　・ひとり親世帯： 8,393人

うち一般財源（千円） 1,384,540 1,461,432

達成率

291,300.0

％

件

実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 2,276,658

０８５２－２２－６２５６

事務事業評価シート

目
的

（１）対象 重度障がい者（児）及びひとり親家庭等

（２）意図 医療費の自己負担を軽減することにより、福祉の増進を図る。

308,223.0

・障害者総合支援法に基づく法定事務として、障がい者が自立して日常・社会生活を営むことができるよう、医療費の支給（精神通院医療）及び医療に要した費
用を支給する市町村への補助（更生医療）を行う。
・重度心身障がい者及びひとり親家庭の経済的な支援をするため、これらの者に医療費を助成する。

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

318,311.0 327,861.0

事務事業の名称 障がい者自立支援医療等給付事業

事務事業担当課長 障がい福祉課長　半場　祐子 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－２－４
障がい者の自立支援

医療証交付件数（更生医療・精神通院医療）
目標値

レセプト件数

特になし

特になし

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

①順調に進んでおり課題がないため検討してい
ない

実績値

達成率

－

特になし

６.成果があったこと（改善されたこと）


